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１．医療機関のウェブサイトの情報提供の適正化等について 
 

（１）医療広告規制とウェブサイトの監視指導体制の強化 

〇 美容医療サービスにおいて、医療機関のホームページに起因する消費者

トラブルが多く発生していたことを背景に、平成 30 年６月に医療法が改正

され、医療機関のウェブサイトも広告規制の対象となった。医療広告規制の

具体的な運用に当たっては、「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療

所に関する広告等に関する指針（医療広告ガイドライン）」、Ｑ＆Ａ、をお示

ししている。令和３年７月には「医療広告規制におけるウェブサイトの事例

解説書」を作成したところであり、業務の参考として御活用いただきたい。 

 

○ 特に、ウェブサイトの監視については、平成 29 年８月から委託によるネ

ットパトロール事業により、監視体制を強化しており、令和４年度も引き続

き実施する予定としている。各自治体におかれては、引き続き、ネットパト

ロール事業により情報提供した医療機関に対する指導を継続いただき、「医

療広告ガイドライン」に基づき、広告違反のある事例に対しては、適切な指

導及び措置の実施をお願いしたい。 【PⅠ総 3】 

 

○ ネットパトロール事業により都道府県等に情報提供をおこなった医療機

関等については、令和３年５月２１日付け事務連絡「医業等に係るウェブサ

イトの調査・監視体制強化事業について」に基づき、年２回の経過報告をお

願いしたい。 

 

○ さらに、長期間に渡り指摘事項に未対応のまま改善がなされない医療機

関に対しては、自治体から書面により説明を求める事を含めた必要な調査

を行っていただきたく、既に該当する自治体に対しては、厚生労働省から改

めての個別の依頼をさせていただいており、重ねて御対応をお願いしたい。 

【PⅠ総 4】 

 

○ なお、美容医療に関しては、消費者行政部局に相談がなされることが多い

ため、消費者から寄せられた健康被害に関する情報等、美容医療サービスに

関する広告についての指導及び監督に必要な情報の収集について、消費者

行政部局と連携の上、御対応をお願いしたい。 
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（２）医療広告規制の見直し 

〇 患者等による適切な医療機関の選択に資するよう、一般社団法人日本専

門医機構又は一般社団法人日本歯科専門医機構が行う医師又は歯科医師の

専門性に関する認定（基本的な診療領域に係るものに限る）について、令和

３年 10 月より広告可能としている。 

 

〇 令和３年 10 月までに厚生労働大臣に届け出た学会専門医認定の広告につ

いては、なお従前の例により広告することができるが、誤認を与えかねない

といった点が指摘されたため、医療広告ガイドライン及びＱ＆Ａにおいて、

留意点についてお伝えする予定としている。 

 

○ また、紹介受診重点医療機関（病院・診療所）（「４．外来機能報告につい

て」を参照）について広告可能である旨を医療広告ガイドラインの改正によ

って明記する予定である。 

 

○ 現時点の案については、持ち回りで開催した第 19 回医療情報の提供内容

等のあり方に関する検討会資料を確認いただきたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_23383.html 

 

〇 医療機関等による情報提供が患者等の医療機関選択のために活用される

よう、各自治体におかれては、医療機関等への丁寧な指導をお願いしたい。 
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２．医療機能情報提供制度について 

 

  医療機能情報提供制度は、患者等が病院等の選択を適切に行うために必要

な情報を提供することを目的として、平成 19 年４月から運用されており、提供

している医療機能情報は、診療科目、診療日、診療時間等の基本情報のほかに、

対応可能な疾患・治療内容、患者数など、約 600 項目となっている。 

 

（１）医療機能情報提供制度の全国統一的な情報提供サイトの構築 

① 情報提供サイトの現状の課題と対応方針 

  現状の課題として、都道府県ごとに情報提供サイトの機能や公表方法が異

なること、また、複数の都道府県の同時検索ができないこと等が指摘されて

いる。また、病院等の報告負担の軽減、公表情報の粒度や内容の正確性の確保

への対応も求められている。 

 

  これらの課題への対応方針として、厚生労働省が全国統一的な検索サイト

（以下「全国統一システム」という。）を構築し、利便性の向上を図るととも

に、レセプト情報に関するデータベースからデータを適切に抽出し、医療機

能情報の報告に利用できる仕組みを作成することで、病院等の負担軽減と、

情報の正確性の向上を目指すこととした。 

 

② 全国統一システムのイメージ 

全国統一システムでは、現在、都道府県ごとに個別に運用されているシステ

ムと、そのデータを集約することを予定している。病院等の医療機能情報の報

告・公表に関する業務は、全国統一システムを利用して、引き続き都道府県に

行っていただくことになる。 【PⅠ総 8】 

 

③ 全国統一システムにおける共通基盤（G-MIS）の利用 

医療機能情報提供制度における全国統一システムでは、医療機能情報を集

約するデータベース機能を共通基盤（G-MIS）が担い、患者等に公開する検索・

閲覧機能を全国統一システムが担うことを計画している。医療機能情報の報

告に G-MIS を活用することで、他制度の報告内容との共通化が可能になり、病

院等の報告負担の軽減が期待される。 
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（２）全国統一システムの構築に向けた今後のスケジュールと協力のお願い 

 ○ 令和３年度より、全国統一システムの設計・開発を行っている。 

各都道府県の皆様には、令和４年度から、全国統一システムへのデータ移

行や、全国統一システムとの連携に向けたシステム改修を行っていただくこ

とになるため、引き続き、令和４年度から必要となる予算要求等を行ってい

ただきたい。 【PⅠ総 8】 

 

 ○ また、全国統一システムの運用開始は、令和６年初めを予定しており、そ

れまでは、現行と同様に、各都道府県の情報提供サイトを運用いただきた

い。 

 

（３）報告項目の見直し 

 ○ 医師、歯科医師の専門性に関する資格（「１．医療機関のウェブサイトの

情報提供の適正化等について」を参照）、紹介受診重点医療機関（病院・診

療所）（「４．外来機能報告について」を参照）に関して、報告項目の見直し

を行う予定である。ただし、都道府県のシステム改修のため、必要な経過措

置期間を検討することとしている。 

 

○ 現時点の案については、持ち回りで開催した第 19 回医療情報の提供内容等

のあり方に関する検討会資料を確認いただきたい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_23383.html 
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３．特定機能病院・地域医療支援病院について 

 

（１） 特定機能病院について 

○ 特定機能病院は、高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び高度の

医療に関する研修を実施する能力等を備えた病院について、厚生労働大

臣から個別に承認されたものである。【PⅠ総 11】 

 

○ 令和元年８月 23 日の「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関

する検討会」の取りまとめを踏まえ、令和３年３月に省令等の改正を実

施し、特定機能病院における第三者評価の受審の義務付けを行った。 

【PⅠ総 11】 

 

○ 具体的には、特定機能病院の管理者の行うべき事項に、医療の高度の安

全の確保に関する事項として、第三者評価を受審し当該評価及び改善の

ため講ずべき措置の内容を公表し、当該評価を踏まえ必要な措置を講ず

るよう努めることを要件に追加した。 【PⅠ総 11】 

 

○ さらに、特定機能病院の業務報告書に係る業務については、各地方厚生

（支）局長に委任されており、医療機関より厚生労働大臣に報告書の提

出を求めるとともに、病院所在地の都道府県知事に当該報告書の写しを

送付していたところ。令和４年４月１日以降は、業務の負担軽減やデー

タ管理の利便性等の観点から、医療機関等情報支援システム（G-MIS）を

活用した業務報告に移行することとしているため、御承知置きいただき

たい。 

 

（２） 地域医療支援病院について 

○ 地域医療支援病院は、患者に身近な地域で医療が提供されることが望ま

しいという観点から、紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利

用の実施等を行い、かかりつけ医等への支援を通じて地域医療の確保を

図る病院であり、都道府県知事が個別に承認を行うものである。 

【PⅠ総 12】 

 

○  令和元年８月 23 日の「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に

関する検討会」の取りまとめを踏まえ、令和３年３月に省令等の改正を
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実施し、「地域医療支援病院の管理者の責務として、地域における医療の

確保を図るために当該病院が行う事が特に必要であるものとして都道府

県知事が定める事項」を追加した。【PⅠ総 12】 

 

○ 具体的には、例として以下のような項目が考慮される 

ア）医師の少ない地域を支援すること。 

イ）近接している医療機関と競合している場合は、地域医療構想調整会議に

おける協議に基づき、医療需要に応じ、必要な医療に重点化した医療を提

供すること。 

ウ）平常時からの準備も含め、新興感染症等がまん延し、又はそのおそれが

ある状況において感染症医療の提供を行うこと。 

エ）平常時からの準備も含め、災害時に医療を提供すること。【PⅠ総 12】 

 

○ なお、当該事項の追加、変更の場合には、関連する協議会、審議会等にお

ける議論を踏まえたものとなるよう御配慮願いたい。具体的には、地域

医療構想調整会議における協議において、地域でそれぞれの地域医療支

援病院が果たすべきとされた機能については、都道府県医療審議会にお

ける審議を経て、その実施を当該地域医療支援病院の責務としていただ

くようお願いしたい。 
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４．外来機能報告制度について 

 

○ 昨年５月に「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進す

るための医療法等の一部を改正する法律」（令和３年法律第 49 号）が成立・

公布された。同法において、地域の医療機関の外来機能の明確化・連携に向

けて、データに基づく議論を地域で進めるため、外来機能報告等が医療法に

位置づけられ、本年４月から施行する。 

 

○ 第８次医療計画等に関する検討会の下に「外来機能報告等に関するワーキ

ンググループ」が設置され、外来機能報告等の施行に向けて必要な事項を検

討し、昨年 12 月に外来機能報告等に関する報告書（以下「報告書」という。）

が取りまとめられた。  

 

○ 都道府県においては、報告書を参照し、円滑な制度の施行をお願いしたい。

なお、都道府県が医療法第 30 条の 18 の４に基づく協議の場の協議を行う際

に参考とするガイドラインを年度内に提示する予定である。 

 

 

報告書のリンク 

https://www.mhlw.go.jp/content/10801000/000870460.pdf 
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５．産科医療補償制度、医療事故調査制度、医療安全支援センターについて 

 

（１）産科医療補償制度 

産科医療補償制度は、2009 年１月から運営が開始。有識者からなる検討会

等で議論のうえ、2022（令和４）年１月以降に出生した児については、低酸素

状況を要件としている個別審査を廃止し、一般審査に統合して、「在胎週数が

28 週以上であること」が基準とする等の見直しが行われた。各都道府県にお

かれては、引き続き出生年に応じた基準の周知のための御協力（管下分娩機関

への周知等）をお願いしたい。 【PⅠ総 18】 

                  

（２）医療事故調査制度 

平成 27 年 10 月より、「医療事故調査制度」が開始。本制度の普及・啓発が

課題とされており、平成 30 年６月８日付け「医療事故調査制度の普及・啓発

に関する協力依頼について」（厚生労働省医政局医療安全推進室事務連絡）の

とおり、各都道府県においては、管下医療機関等に対して、施設内の見やすい

ところへのポスターの掲示や窓口へのリーフレットの配置について引き続き

協力依頼をお願いしたい。また、（対象となる事案が適切に報告されるために

は、）令和３年３月３日付け「医療事故調査制度に関する管理者向け研修への

参加の推進等について（協力依頼）」（厚生労働省医政局医療安全推進室事務連

絡）にあるとおり、医療事故調査に関する業務に携わる者のみならず、報告の

要否を判断する病院等の管理者が制度に関する正確な知識や理解を有してお

られることも重要と考えており、国としても研修参加等の促進に取り組んでい

くので、御協力をお願いしたい。 【PⅠ総 19】 

 

（３）医療安全支援センター 

医療安全支援センターに寄せられる患者の相談、苦情等への対応については、

平成 31 年４月 12 日付け「退院時の説明等に係る患者からの苦情等への対応に

ついて」（厚生労働省医政局総務課医療安全推進室・地域医療計画課・保険局

医療課連名事務連絡）も参考にしていただき、引き続き、患者・住民の苦情・

心配や相談への対応、地域における情報提供等を行い、住民の医療に対する信

頼の確保に努めていただくよう御協力をお願いしたい。 

なお、医療安全支援センターについては、全ての都道府県での設置を完了し

ているところであるが、二次医療圏及び保健所設置市区の一部ではまだ設置 

されていない状況であるため、早期設置に向けた積極的な取組みをお願いす 

る。 【PⅠ総 20】 

 

（４）医療事故情報収集等事業 

医療における有害事象について、医療事故情報収集等事業を通じて、実態把

握をおこなっているところであるが、より多くの事故等事案を収集、分析し、

再発防止につなげるためにも、管下医療機関等に対する医療事故情報収集等事
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業への参加の呼びかけをお願いしたい。 

繰り返される医療事故や早急な対策が必要と判断する事案については、当省

から注意喚起の通知を発出しており、また、日本医療機能評価機構において収

集・分析された事例のうち特に注意が必要な事項については、「医療安全情報」

として医療機関等に発信しているところである。 

   これらの情報を各医療機関等が活用し、効果的な取組みがなされるよう、

各都道府県等におかれても、引き続き、医療監視等の機会を通じ、管下医療

機関等への周知をお願いしたい。 【PⅠ総 21】 

 

（５）医療安全推進週間 

  厚生労働大臣提唱の「患者の安全を守るための共同行動」（ＰＳＡ：Patient 

Safety Action）の一環として、毎年 11 月 25 日を含む１週間を中心に、医療

安全に関するワークショップ等を開催することとしている。（令和４年度は 11

月 20 日から 11 月 26 日までの１週間） 

    各都道府県等におかれても、引き続き、当該週間に合わせて様々な事業を

実施することにより、医療安全文化の醸成に向けて、関係者の意識啓発をお

願いしたい。 【PⅠ総 22】 
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医療事故調査制度について

出典：日本医療安全調査機構 医療事故調査制度について
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医療安全支援センターによる
患者等と医療機関の信頼関係構築のための支援

医療安全支援センター
総合支援事業

・医療安全支援センター相談
員等に対する研修の実施

・全国医療安全支援センター
協議会の開催

・教訓的事例等に関する情報
提供

・全国の医療安全支援センター
の現状調査等

等

支
援
・
情
報
提
供

医療安全支援センター

患者・住民と医療従事者や医療提供
施設の間にあって、中立的な立場から
問題解決に向けた双方の取組みを支
援

助言
情報提供

医療に関する
苦情・相談

情報提供
連絡調整
助言・研
修 関係機関・団体等

地域医師会、弁護士会、
民間における相談窓口等

連
携

患者・家族、住民

医療機関

※病院等の管理者は、センターからの助言に対し、適切な措置を
講じるよう努めなければならない（医療法施行規則第１条の13）

医療安全支援センターについて
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医療事故情報収集等事業について
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６．外国人患者受入環境整備について 

 

○ 厚生労働省ではこれまで、訪日及び在留外国人の増加等に鑑み、全ての地域

において外国人患者が安心して受診できる医療体制の整備を推進しており、そ

の方針は来年度も同様である。 

 

○ 現在の新型コロナウイルス感染症流行下においては、在留外国人の医療ニ

ーズも増えていると考えられ、一般医療、コロナ医療を問わず、相談、受

診、検査、入院受入等について着実に外国人に対応した医療提供体制を確保

する必要がある。 

 

○ 外国人の医療については、自治体と医療機関との連携に加えて、多文化共

生、消防、観光の関係者などとの連携も重要であり、各地域の実情に応じた

体制整備を行う必要があるため、将来的な訪日外国人数の回復を見据えて、

引き続き、都道府県による協議会の設置に取り組んでいただきたい。 

 

○  厚生労働省では、令和４年度予算案にて引き続き、都道府県による協議会

の設置・運用に係る経費を計上しているので、是非御活用いただきたい。 

【PⅠ総 25】 

 

○ また、医療機関が直面する外国人患者対応に関する相談について、ワンスト

ップで受け付ける相談窓口を都道府県に設置・運用するための経費も計上して

いる。特に、令和３年度より本補助事業の基準額を都道府県の需要に応じて柔

軟に設定できるよう運用を変更し、より使いやすいものとしているため、是非

御活用いただきたい。なお、夜間・休日については、国において全国一律の医

療機関向け相談窓口を開設している。これは都道府県の相談窓口の開設時間を

補完するためのものであり、改めてその利活用が図られるよう、併せて周知い

ただきたい。 【PⅠ総 25,26】 

 

○  各都道府県が選出する「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」につ

いて、当該医療機関の指定が医療機能情報提供制度の報告事項となるなど、

その役割は益々大きくなっているため、支援や体制整備について引き続きよ

ろしくお願いしたい。【PⅠ総 26】 
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○ このほか、医療機関に対して、国がこれまで実施してきた多言語化支援や

医療コーディネーター養成研修等は引き続き実施していく予定である。こち

らについても、更なる利活用が図られるよう、併せて周知いただきたい。 

【PⅠ総 27】 

 

○ なお、観光庁において、訪日外国人患者を受入れる医療機関に対して、翻

訳機器等の多言語案内機能の整備を対象とした補助制度の準備が進められて

いる。外国人患者を受け入れる医療機関のリストに登録されている又は見込

みがあることが要件となる予定である。医療機関に有用な施策であり、厚生

労働省からも都道府県に周知の御協力をお願いしたい。 【PⅠ総 27】 

 

○ 最後に、医療滞在ビザの発給を受け訪日する外国人患者等に関し、受入れ

後に容態が悪化し、受入医療機関では十分な対応ができず一般救急搬送に至

ったケースを受けて、昨年 12 月に経済産業省・観光庁の連名で医療滞在ビザ

の身元保証機関あてに注意喚起文書が発出されているため、地域医療への影

響の可能性の観点から都道府県においても御留意いただきたい。【PⅠ総 28】 

 

○  今後の往来再開などの動きにも注意しつつ、国の支援も活用し、外国人患

者受入環境整備につき、遺漏無きよう御対応をお願いしたい。 

 

 

 

-Ⅰ総 24-



-Ⅰ総 25-



https://www.onestop.emergency.co.jp/
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７．性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターについて 

 

○ 「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター」（以下「ワンストップ支

援センター」という。）は、性犯罪・性暴力被害者に対して、被害直後からの総合的な支

援（産婦人科医療、相談・カウンセリング等の心理的支援、捜査関連の支援、法律的支

援等）を可能な限り一か所で提供することにより、被害者の心身の負担軽減、健康回復、

警察への届出促進等を図ることを目的としている。 【PⅠ総31】 

 

 

○ ワンストップ支援センターの設置に関しては、平成29年６月23日に「刑法の一部を

改正する法律」（平成29年法律第72号）が公布され、同法律案に対する附帯決議におい

て、ワンストップ支援センターの整備を推進することが求められており、国会等での議

論では、ワンストップ支援センターの類型の中でも特に病院拠点型の設置の促進、県内

の複数設置及び24時間対応とすべきという御意見をいただいているところである。 

【PⅠ総32】 

  ※ワンストップ支援センターの形態別設置数（令和元年11月現在） 

   ・病院拠点型 ９カ所 

   ・相談センター拠点型 ３カ所 

   ・相談センターを中心とした連携型 ３５カ所 

 

 

○ 「第５次男女共同参画基本計画」（令和２年 12 月 25 日閣議決定）においては、性犯

罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターについて、24時間365日対応化や

拠点となる病院の整備促進、コーディネーターの配置・常勤化などの地域連携体制の確

立、専門性を高めるなどの人材の育成や運営体制確保、支援員の適切な処遇など運営の

安定化及び質の向上を図ることとなっている。 

  加えて、令和２年６月には、令和２年度から４年度までの３年間を性犯罪・性暴力対

策の「集中強化期間」とした『性犯罪・性暴力対策の強化の方針』を関係府省会議で決

定した。その中で、地域における被害者支援の中核的組織として、ワンストップ支援セ

ンターの体制充実や連携強化として、①病院にセンターを設置することや、必ずつなが

ることができる中核的病院との連携、②都道府県、病院（医師、看護師等）、警察、弁護

士、婦人相談所、児童相談所等地域の関係機関との連携強化が定められているので、引

き続き、御協力をお願いしたい。 【PⅠ総33】 

 

 

○ 厚生労働省では、令和３年４月８日付事務連絡「性犯罪・性暴力被害者のためのワン

ストップ支援センターの体制強化について（依頼）」により、ワンストップ支援センター

の開設等に協力可能な医療機関の情報収集・提供及び犯罪被害者支援団体等と医療機関

との連携・協力の促進、並びにワンストップ支援センターを設置している医療機関につ

いて、医療機能情報提供制度を活用した住民への情報提供を依頼したところである。 

【PⅠ総34】 

 

○ 各都道府県におかれては、こうした点も踏まえ、今後とも性犯罪・性暴力被害者のた

めのワンストップ支援センターの設置促進、機能充実に御協力をお願いしたい。 
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◆第５次男女共同参画基本計画（令和２年12月25日閣議決定）（抄）  

 第２部 政策編 

  Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

   第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

    ２ 性犯罪・性暴力への対策の推進 

     (2) 具体的な取組 

      ⑧ 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターについて、24時

間365日対応化や拠点となる病院の整備促進、コーディネーターの配置・常

勤化などの地域連携体制の確立、専門性を高めるなどの人材の育成や運営体

制確保、支援員の適切な処遇など運営の安定化及び質の向上を図る。 

     

◆第４次犯罪被害者等基本計画（令和３年３月30日閣議決定）（抄）  

Ⅴ 重点課題に係る具体的施策  

第２ 精神的・身体的被害の回復・防止への取組  

１ 保健医療サービス及び福祉サービスの提供（基本法第１４条関係）  

 (20) ワンストップ支援センターの体制強化 

ワンストップ支援センターの体制を強化するため、次の施策を推進する。 

ア   内閣府において、関係省庁と連携し、ワンストップ支援センターについて、24時

間365日対応化や拠点となる病院の整備促進、コーディネーターの配置・常勤化等の

地域連携体制の確立、専門性を高めるなどの人材の育成や運営体制確保、支援員の

適切な処遇等、運営の安定化及び質の向上を図る。また、全国共通短縮番号「♯8891

（はやくワンストップ）」を周知するとともに、夜間・休日においても相談を受け

付けるコールセンターの設置及び地域での緊急事案への対応体制の整備、各都道府

県の実情に応じた被害者支援センターの増設等、相談につながりやすい体制整備を

図る。さらに、全国共通短縮番号について、運用の在り方を検討する。【内閣府】 

イ  警察庁において、地方公共団体における犯罪被害者等施策の担当部局に対し、ワ

ンストップ支援センターに関する情報提供等を行うほか、内閣府及び厚生労働省と

連携し、地域における性犯罪・性暴力被害者支援の充実のため、ワンストップ支援

センターにおける取組事例を含めた資料の提供に努める。【警察庁】 

ウ  厚生労働省において、都道府県等の協力を得て、犯罪被害者支援団体、医師をは

じめとする医療関係者等から、ワンストップ支援センターの開設に向けた相談があ

った場合には、協力が可能な医療機関の情報を収集し、当該犯罪被害者支援団体等

に提供する。【厚生労働省】 

エ  厚生労働省において、医療機能情報提供制度の充実を図るとともに、同制度によ

りワンストップ支援センターを施設内に設置している医療機関を検索することがで

きる旨を周知する。【厚生労働省】 

オ  前記施策のほか、関係府省庁において、障害者や男性等を含む様々な性犯罪・性

暴力被害者への適切な対応や支援を行うことができるよう、性犯罪・性暴力被害者

の支援体制の充実のための施策を検討する。【内閣府、警察庁、厚生労働省】 
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◆ 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの 

体制強化について（依頼） 

（令和３年４月８日厚生労働省医政局総務課事務連絡）（抄）  

 

 

１ ワンストップ支援センターの開設等に協力可能な医療機関の情報収集等について 

 

「性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター開設・運営の手引」（平

成24年３月 内閣府犯罪被害者等施策推進室）によると、ワンストップ支援センター

の核となる機能は、支援のコーディネート・相談と産婦人科医療（救急医療・継続的

な医療・証拠採取等）とされており、病院拠点型、相談センター拠点型、相談センタ

ーを中心とした連携型のいずれの形態を採るにしても、産婦人科を有する病院を確保

することが必要とされています。 

  今後、犯罪被害者支援団体等から厚生労働省へ、ワンストップ支援センター開設に

向けた相談があった場合には、第４次基本計画に基づき、当該団体等が所在する都道

府県等へ照会させていただきますので、日頃から協力が可能な医療機関の情報を収集

いただくとともに、照会時には厚生労働省へ提供をお願いいたします。 

  また、犯罪被害者支援団体等から都道府県等へ直接相談があった場合には、当該団

体等へ直接に、同様の情報提供をしていただくなど、医療機関と当該団体等との連携・

協力の促進に御協力をいただくとともに、貴管下の医療機関から関係機関（警察、婦

人相談所等）との連携・協力に関する相談があった場合には、貴自治体内の関係部局

と連携の上、適切な窓口を御紹介いただくなどの御対応をお願いいたします。 

 

２ 医療機能情報提供制度の報告事項について 

 

  医療機能情報提供制度は、患者の適切な医療機関の選択に資するため、医療機関に

都道府県知事への医療機能の報告を義務づけるとともに、報告を受けた都道府県知事

に対し、その情報を住民に提供することを求めております。 

平成28年３月31日付け厚生労働省医政局総務課事務連絡「医療機能情報提供制度の

実施に当たっての留意事項の一部改正について」にてお知らせしているとおり、平成

十九年厚生労働省告示第五十三号（医療法施行規則別表第一の規定に基づき厚生労働

大臣が定める事項を定める件）の一部改正に伴い、平成28年３月31日より、ワンスト

ップ支援センターの設置の有無について、当該制度の報告事項となっておりますので、

本制度を活用した住民への情報提供を引き続きよろしくお願いいたします。 
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８．次世代医療基盤法における医療情報の提供について     

              

○ 医療情報を医療分野の研究開発に適切に利活用することを目的として、平

成 29 年５月に次世代医療基盤法が制定され、平成 30 年５月に施行された。 

  これに基づき、医療情報取扱事業者（医療機関、介護事業所、地方公共団体、

医療保険者等）においては、あらかじめ本人に通知し、本人が提供を拒否しな

いという統一的な条件で、国が認定した事業者（※１）に対する医療情報（※

２）の提供が可能（※３）である。 【PⅠ総 36】 

※１ この事業者については、主務府省（内閣府、文部科学省、厚生労働省及び経済

産業省）において、令和元年 12 月に第１号、令和２年６月に第２号となる認定を

行ったところ。 【PⅠ総 37】 

※２ 次世代医療基盤法第２条、次世代医療基盤法施行令第１条及び次世代医療基

盤法施行規則第２条に定めるもので、例えば、以下の事例が該当する。 

  事例１）医療機関が保有するカルテ 

  事例２）薬局が保有する調剤レセプト 

  事例３）「学校における児童生徒等の健康診断」の結果 

  事例４）保険者の保有する特定健診結果 

  事例５）地方公共団体の有する小児慢性特定疾病医療費支給認定申請書 

※３ 公立病院等が個人情報を第三者に提供する場合には、個人情報保護条例に基

づく必要があるものの、認定事業者に対する医療情報の提供は、条例で個人情報の

第三者提供を認める「法令に基づく場合」に該当するものと解釈することが可能。 

 

〇 地方公共団体の皆様には、次世代医療基盤法の意義をご理解の上、管内の医

療機関等に対する周知について御協力をお願いしたい。また、医療機関の設置

主体や健康診査等の実施主体として、認定事業者に対する医療情報の提供に

ついて、御協力をお願いしたい。【PⅠ総 40】 

 

※ 法の趣旨・目的等について、地方公共団体の職員の理解を深めるための研修等

を企画する場合には、必要に応じ国から講師派遣等を行うことも可能。平成 31 年

３月以降、累計 18 回講師派遣（オンライン含む）実績あり。（令和４年２月時点） 

 

〇 なお、地方公共団体の皆様には、住民の皆様に対する周知にご活用いただけ

るよう、様々なコンテンツ（ポスター、リーフレット、動画等）を用意してい

る他、地方公共団体の職員向けオンラインセミナー（令和４年３月 10 日）を

開催することとしている。【PⅠ総 41】 
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９．その他関連施策について 

 

（１）インフラ長寿命化計画の策定について【PⅠ総 45】 

○ 今後、各種公共施設等の老朽化が進むことを踏まえ、「経済財政運営の基

本方針 2019（令和元年６月 21 日閣議決定）」等において、各種公共施設等

の管理者は、 

① 中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の平準

化等の取組 

② ①の取組を計画的に進めるための「個別施設毎の長寿命化計画」（以下

「個別施設計画」という。）の策定 

等を行うこととされている。 

○ 個別施設計画の策定対象とされている医療施設は、都道府県、市町村、特

別区、一部事務組合又は広域連合が開設する「病院」である。 

○ 個別施設計画については、2020 年度末までに策定を完了することとされ

ていたところ、令和３年４月１日時点では、一部の医療施設が未策定となっ

ている。 

○ 個別施設計画策定の手引きとして、「医療施設におけるインフラ長寿命化

計画（個別施設計画）策定のためのガイドライン」（令和２年１月 22 日）

を発出しており、未策定の医療施設を所管する自治体におかれては、当該手

引きを踏まえつつ、速やかに個別施設計画の策定に着手するよう、御対応を

お願いしたい。 

○ また、夏には個別施設計画の策定状況についての調査を、秋には法定点検

の実施状況等の調査を行っているところであり、来年度も調査を行う予定

であることから、調査へのご協力を改めてお願い申し上げる。 

○ なお、例年、策定対象となっている医療施設を誤認される自治体も見受け

られるところであり、今一度、対象医療施設を確認するなど、遺漏無きよう

御対応いただきたい。 

 

 

（２）性的指向や性自認を理由とした不当な取扱いの防止について 

【PⅠ総 45】 

 ○ 病院等への立入検査や医療機関担当者への研修等の機会を捉えて、

医療法等の規定も踏まえ、ＬＧＢＴ（※）のような性的指向・性自認
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を持つ方も含む医療サービスを必要とする方が不当な取扱いを受ける

ことなく、必要なサービスの提供がなされるよう徹底をお願いした

い。 

  （※）ＬＧＢＴ：レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジ

ェンダー 

 

 

（３）障害者差別解消法医療関係事業者向けガイドラインの周知について 

【PⅠ総 46】 

○ 平成 28 年１月 12 日付けで決定した障害者差別解消法に基づく「医療関

係事業者向けガイドライン」について、管内の医療関係事業者等に対する

本ガイドラインの周知を図っていただいているところであるが、障害者の

差別解消に向けた取組を積極的に進めていただくよう、改めて御協力をお

願いしたい。 

 

 

（４）公共建築工事における「しっくい塗り」仕上げについて 【PⅠ総 46】 

 ○ 国土交通省が作成している「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）」

が平成 31 年版へ改訂され、左官工事の仕様として「しっくい塗り」が新

たに記載された。 

 ○ 公共建築工事を発注する際には、当該仕様書も適宜参照いただきたい。 

参考：国土交通省 官庁営繕の技術基準 

   （http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html） 

 

 

（５）「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人の支援に関

するガイドライン」について 【PⅠ総 47】 

○ 令和元年５月に策定された本ガイドラインは、身寄りがない場合でも患

者に必要な医療が提供されるよう、医療機関が身元保証・身元引受等に求

める役割等について整理し、それぞれの役割ごとに、身寄りがなくても医

療機関が行うことができる対応方法をまとめており、各自治体において

は、「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドラインの発出について（通知）」（令和元年６月３日付け
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厚生労働省医政局総務課長通知）に基づき、管内の医療関係事業者等に対

し、本ガイドラインの周知を図っていただいているところである。 

○ 成年後見制度利用促進専門家会議にてとりまとめられた「成年後見制度

利用促進基本計画に盛りこむべき事項（最終とりまとめ）（令和３年 12

月 22 日）」において、「引き続き研修等で活用するなど、幅広い関係者

に普及・啓発を行っていく必要がある」と指摘されている。また、身寄り

がない場合にそれのみを理由に入院患者の受入を拒否すると医師法上の応

召義務に違反する可能性があり、本ガイドラインの内容がさらに現場に浸

透する必要があると考えている。 

○ ガイドラインの更なる浸透に向けて、厚生労働行政推進事業の研究班に

おいて、本ガイドラインの活用状況等の調査等を実施し、令和３年度末に

向けて事例集を作成しているところであるが、各自治体におかれては、本

ガイドラインについて、引き続き周知いただくとともに、身寄りがない人

が適切な医療を受けることができるよう、御協力をお願いしたい。 

参考：身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iry

ou/iryou/miyorinonaihitohenotaiou.html） 
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